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Ⅰ．防災計画作成の目的 

○建築物の法令適合性を確認するだけでなく、建築主等・設計者が計画段階で防災対策に

ついて体系的、総合的に計画する機会とすること。 

○建築基準法、消防法等それぞれの法令の規定による別々の防災対策が、建築物全体にお

いて、災害時に一体的・安全・確実に働くかどうかを建築主・設計者がチェックする機

会とすること。 

○耐火性能や延焼防止性能と異なり建築物の利用者の使用・維持管理状況によるところが

大きい避難安全性の達成について設計段階で、使用・維持管理を十分配慮した計画とし、

その計画を建築後の使用・維持管理を行う上でその考えを正しく伝えていく手段とする

こと。 

 

Ⅱ．防災計画書の作成にあたって 

    防災計画の作成にあたっては、別冊の「防災計画書作成要領」、「防災計画上の留意事

項」のほか「新・建築防災計画指針－建築物の防火・避難計画の解説書－」（（財）日本

建築センター）等を参考とし、これらに示された安全性確保の方策（フールプルーフ、

フェイルセイフ等）を取入れ、建築物全体の防災システムの組み立てを意識した、個々

の対策を計画していく必要があります。 

なお、個々の建築物の条件によっては、これら以外にもより有効な手法もあり得ると

考えますのでこのような建築計画については、安全性確保の方策を建築防災計画書によ

り明確にしてもらいたいと考えています。 

また「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（略称：バリアフリー

新法）」により建築物のバリアフリー対応が図られ高齢者、身体障害者等が円滑に利用

できる取り組みがなされています。防災計画において避難安全の観点からハード面、ソ

フト面で高齢者、身体障害者等に配慮した計画を図っていただきたいと考えています。 

計画・設計にあたっては、以上のような趣旨を十分理解していただき、設計者、建築

主等が協議の上、建築防災計画書を作成していただくようお願いします。 

 

Ⅲ．対象とする建築物と提出図書 

  １．対象とする建築物：「高層建築物等の防災措置に関する要綱」による高層建築物等に該

当する建築物。 

  ２．提出図書    ：防災計画書（3 部） 

 ３．提出の時期    ：「堺市開発行為等に関する手続き条例」の判定書の交付以降とし、

堺市開発行為等の手続き条例に関する条例の協議が必要とされた

物件についてはできるだけ協議と並行して提出してください。協

議不要な物件については、確認申請または調査報告書の提出まで

の早い時期に提出してください。 

■防災計画書の作成について 
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建築防災計画書の作成手続きのフロー 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係各課との協議 

消防局予防査察課（所轄消防署予防課）、警防課及び

建築安全課と協議の上、建築防災計画書（案）を作成。 

 

 

連絡先 

 消防局警防課（消 2F）   072-238-6047 

 消防局予防査察課（消 4F）  072-238-6005 

 建築安全課（高 13F）       072-228-7936 

 建築防災推進課（高 13F）    072-228-7482 

 

防災計画書（案）の審査（経由） 

建築防災計画書(案)を消防局予防査察課、警防課及び建築安全課に提出 

本市での審査のみの場合 評定機関の評定が必要なもの 

・計画書の審査 ・本市にて計画書の下見 

・検討会、必要に応じて説明会の開催 

(※消防法施行令別表第１５項ロの用途を除く) 

・評定申込書の経由 

 

防災計画書製本の届出 

・受理書の発行 

 

建築確認（計画通知） 

 

建築完了時、建築物の所有者(管理者)への引継ぎ 

適切な建物の維持管理 

 

評定機関による評定 

※協議経過書を作成の上、添付 

計画変更等 

・速やかに関係課と協議してください。 

 

※建築防災計画書との照合 

説明会（建築主･設計者･市･消防） 

検討会(市･消防) 

※消防と随時協議 

最終確認                                                  

約
３
～
５
ヶ
月 

約
３
ヶ
月 

※消防法施行令別表第 1 

5 項ロの用途を除く 

※必要に応じ開催 


